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第 49 期末 貸 借 対 照 表 

2021 年３月 31日現在 

 

  （単位：千円） 

資  産  の  部 負  債  の  部 

科   目 金    額 科   目 金    額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

    立 替 金 

前 払 金 

前  払  費  用 

未  収  収  益 

そ の 他 

 

 

 

固 定 資 産 

有 形 固 定 資 産 

建 物 附 属 設 備 

構 築 物 

工 具 器 具 備 品 

 

無  形  固  定  資  産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

ソフトウェア仮勘定 

電 話 加 入 権 

 

投 資 そ の 他 の 資 産 

長 期 差 入 保 証 金 

長 期 前 払 費 用 

繰 延 税 金 資 産 

  

 

  2,579,961  

  1,937,991  

 6,480  

   4,762  

 239,319  

390,728  

 679 

  

 

 

603,533 

11,113 

563 

930 

9,619 

 

33,332 

20,987 

9,798 

2,546 

 

559,086 

295,783 

48,462 

214,841 

 

流 動 負 債 

未 払 金 

未 払 費 用 

預 り 金 

未 払 法 人 税 等 

未 払 消 費 税 等 

前 受 収 益 

賞 与 引 当 金 

 

 

固 定 負 債 

長 期 未 払 金 

退 職 給 付 引 当 金 

  

630,682  

89,974  

192,348  

  12,925  

15,829  

78,605  

572  

 240,426  

   

  

435,616   

2,804   

432,811   

 

  

 

負 債 合 計 1,066,298   

 

純  資  産  の  部 

株 主 資 本 

  資   本   金      

資  本  剰  余  金   

   資  本  準  備  金 

  その他資本剰余金 

  利 益 剰 余 金  

  その他利益剰余金 

   繰 越利益剰余金                 

             

2,117,195 

100,000  

584,597  

141,335  

443,262  

 1,432,597  

 1,432,597  

1,432,597  

純 資 産 合 計 2,117,195  

資 産 合 計 3,183,494  負 債 及 び 純 資 産 合 計  3,183,494  
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第 49 期  損 益 計 算 書 

（ 2020 年４月１日から 2021 年３月 31 日） 

 

 （単位：千円） 

科   目 金   額 

売   上   高   

業  務  受  託  料  4,091,103  

不動産賃貸収入 (社宅 )   2,235,856 6,326,960 

売 上 原 価   

業 務 受 託 関 係 費   3,027,052  

不動産賃貸関連費(社宅)  2,235,856 5,262,908 

売  上  総  利  益  1,064,051 

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  964,786 

 営  業  利  益  99,264 

営 業 外 収 益   

助 成 金 収 入   4,543  

保 険 配 当 金   468  

雑 益   3,850 8,862 

営 業 外 費 用   

雑 損   150 150 

経  常  利  益 
 

107,976 

税 引 前 当 期 純 利 益 107,976 

法人税、住民税及び事業 税 95,224  

法 人 税 等 調 整 額 △54,096 

 

 

 109,898 

41,127 

当  期  純  利  益  66,848 
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第 49 期 個 別 注 記 表 

 

 

 

     当社の計算書類は、「会社計算規則」（2006 年２月７日法務省令第 13 号）の規定に準拠し

て作成しております。 

     記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

 

 

１. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

（1）固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産                       

定率法を採用しております。 

    ただし、2016 年４月１日以降に取得した建物附属設備ならびに構築物については定

額法を採用しております。 

 

② 無形固定資産                        

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年または

３年）に基づく定額法を採用しております。 

 

（2）引当金の計上基準 

① 賞与引当金     従業員に対する賞与の支払いに備えるため、所定の計算方法によ

る支払見込み額を計上しております。 

② 役員賞与引当金   役員賞与の支払いに備えるため、支払見込み額に基づき計上して

おります。 

③ 退職給付引当金   従業員の退職に伴う退職給付に備えるため、当事業年度末におけ

る退職給付の見込み額を計上しております。 

 

（3）その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

① 消費税等の会計処理方法 

税抜方式によっております。 

   ② 連結納税制度の適用 

連結納税制度を適用しております。 
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   ③ 連結納税制度からグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用 

当社は、「所得税法等の一部を改正する法律」（2020 年 3月 31 日 法律第 8号）におい

て創設されたグループ通算制度への移行およびグループ通算制度への移行にあわせて単

体納税制度の見直しが行われた項目については、実務対応報告第 39号「連結納税制度か

らグループ通算制度への移行に係る税効果会計の適用に関する取扱い」（2020 年 3 月 31

日 企業会計基準委員会）第 3項の取扱いにより、企業会計基準適用指針第 28号「税効

果会計に係る会計基準の適用指針」（2018 年 2 月 16 日 企業会計基準委員会）第 44 項

の定めを適用せず、繰延税金資産および繰延税金負債の額について、改正前の税法の規

定に基づいております。 

 

 

２. 貸借対照表に関する注記 

（1）有形固定資産の減価償却累計額               56,577 千円 

 

（2）関係会社に対する債権・債務 

短期金銭債務          81,459 千円 

 

 

 ３. 税効果会計に関する注記 

繰延税金資産および繰延税金負債の主な発生原因別内訳 

     繰延税金資産 

      退職給付引当金             149,709 千円 

      賞与引当金               79,071 千円 

      繰越欠損金               27,558 千円 

      未払社会保険料             12,764 千円 

      その他                 10,997 千円 

     繰延税金資産小計             280,102 千円 

     評価性引当額              △ 65,260 千円 

     繰延税金資産合計             214,841 千円 
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４. 関連当事者との取引に関する注記 

属性 会社の名称 住所 
資本金 

（百万円） 

事業の

内容 

議決権等 

の所有 

（被所有） 

割合（％） 

関連当事者 

との関係 取引の 

内容 

取引金額

（千円） 
科目 

期末残高

（千円） 役員の

兼任 

事実上

の関係 

親会社 

三菱 UFJ 証

券ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝ

ｸﾞｽ（株） 

東京都 

千代田区 
75,518 

持株 

会社 

（被所有） 

直接 

100％ 

－ 

経営 

管理 

指導 

経営管理 

手数料の支払 
224,469 － － 

親会社 

の 

子会社 

三菱 UFJ ﾓﾙ

ｶﾞﾝ・ｽﾀﾝﾚｰ

証券（株） 

東京都 

千代田区 
40,500 証券業 － 1 名 

不動産 

賃貸 

および 

業務 

受託等

の取引 

業務の受託 

（注 1） 
4,091,103 

未収収益 390,415 

未払費用 93,916 

保証金の差入 － 
長期差入

保証金 
72,988 

借上社宅 

の契約に 

係る取引 

（注 2） 

2,235,856 

未収収益 312 

前受収益 572 

 

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

（注 1）業務受託料については、同業他社の実勢を勘案して条件を決定しております。 

（注 2）不動産賃貸借料については、近隣の地代・家賃等を参考にして、同等の価格によっております。 

 

 

５. 1 株当たり情報に関する注記 

（1） 1 株当たり純資産額      912 円 58 銭 

 

（2） 1 株当たり当期純利益       28 円 81 銭 


